
法務局における
人権相談対応及び調査救済手続について
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法務省の人権擁護機関の仕組み

法務省設置法（平成１１年法律第９３号）

第３条 法務省は、基本法制の維持及び整備、法秩序の維持、国民の権利擁護、国の
利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理並びに出入国及び外国人の在留の
公正な管理を図ることを任務とする。

第４条 法務省は、前条第一項の任務を達成するため、次に掲げる事務をつかさどる。

26 人権侵犯事件に係る調査並びに被害の救済及び予防に関すること。

27 人権啓発及び民間における人権擁護運動の助長に関すること。

28 人権擁護委員に関すること。

29 人権相談に関すること。
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法務省の人権擁護機関の仕組み3



法務省の人権擁護機関の仕組み4



法務省の人権擁護機関の活動

人権侵犯事件の調査救済

人権相談

人権啓発
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法務省の人権擁護機関の活動

人権啓発
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「誰か」のこと じゃない。



法務省の人権擁護機関の活動

人権啓発
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法務省の人権擁護機関の活動

人権相談
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人権相談の意義
人権相談は、人権問題に関して国民の相談に応じ、人権侵犯
事件への切替え、官公署その他の機関への通報、日本司法支
援センター（法テラス）への紹介又は助言等の必要な措置を採る
ことにより、国民に保障されている基本的人権を擁護し、併せて
自由人権思想の普及高揚を図ることを目的とする。

人権相談取扱規程第２条 （昭和５９年法務省訓令第３号）



法務省の人権擁護機関の活動

人権相談
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人権相談取扱規程（昭和５９年８月３１日法務省訓令第３号）
・趣旨 （第１条）
・人権相談の目的（第２条）
・秘密の保持 （第３条）
・紛争への直接介入の回避（第４条）
・人権相談の取扱場所 （第５条）
・人権相談票 （第６条）
・人権侵犯事件への切替え（第７条）
・官公署への通報（第８条）
・日本司法支援センターへの紹介（第９条）
・助言（第10条）
・人権相談票の送付
・取扱状況の報告



法務省の人権擁護機関の活動

人権相談
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人権相談の取扱場所（人権相談所）

・常設相談所・・・法務局人権擁護部、地方法務局人権擁護課、
法務局又は地方法務局の支局

・特設相談所・・・特定の日時に特定の場所で開設
（市役所、公民館など）



法務省の人権擁護機関の活動

人権相談
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人権相談の方法
○面接
○電話
・みんなの人権１１０番 （０５７０－００３－１１０）
・女性の人権ホットライン （０５７０－０７０－８１０）
・こどもの人権１１０番 （０１２０－００７－１１０）
○インターネットメール（ＳＯＳ－ｅメール）
○ＳＯＳミニレター
○ＳＮＳ（ＬＩＮＥじんけん相談）
○その他（手紙）
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法務省の人権擁護機関の活動

人権相談
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○人権相談の基本的対応

・相談の趣旨の的確な把握

・対応方針の決定

・相談者の氏名及び連絡先の確認



法務省の人権擁護機関の活動

人権相談
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○通報、切替え、助言の措置

・通報

・人権侵犯事件への切替え

・助言



法務省の人権擁護機関の活動

人権相談
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人権相談票の内容
①相談日時、相談場所及び相談方法
②相談者の属性
③人権相談所を知ったきっかけ
④相談類型
⑤被害者属性
⑥相談者との関係
⑦事案の概要
⑧回答内容
⑨結果
⑩統計項目



法務省の人権擁護機関の活動

人権相談
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人権相談取扱規程
第７条 人権相談に係る事項につき、人権侵犯に該当する疑いが

あるときは、速やかに人権侵犯事件に切り替えるものとする。

人権相談から人権侵犯事件への切替え



法務省の人権擁護機関の活動

人権侵犯事件の調査救済
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人権侵犯事件調査処理規程（平成１６年３月２６日法務省訓令第２号）
人権侵犯事件調査処理細則（平成１６年３月２６日法務省人権擁護局庁通達）
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人権侵犯事件調査処理規程第８条第１項
法務局長又は地方法務局長は、被害者、その法定代理人又はその親族等の
関係者（以下「被害者等」という。）から、人権侵犯により被害を受け、又は受け
るおそれがある旨の申告があり、人権侵犯による被害の救済又は予防を図る

ことを求められたときは、申告のあった事件が、法務局又は地方法務局に
おいて取り扱うことが適当でないと認められる場合を除き、遅滞なく
必要な調査を行い、適切な措置を講ずるものとする。

人権侵犯事件調査処理細則第７条
処理規程第８条第１項に規定する申告（以下「被害の申告」という。）があった
ときは、次に掲げる場合に該当する場合を除き、速やかにこれを事件簿に登載
して救済手続を開始しなければならない。



法務省の人権擁護機関の活動

人権侵犯事件の調査救済

22

人権侵犯事件調査処理細則第７条
処理規程第８条第１項に規定する申告（以下「被害の申告」という。）があったときは、次に掲げる場合
に該当する場合を除き、速やかにこれを事件簿に登載して救済手続を開始しなければならない。

(1) 該人権侵犯が、国会の両院若しくは一院又は議会の議決によるものであるとき。
(2) 当該人権侵犯が、裁判所又は裁判官の裁判によるものであるとき。
(3) 当該人権侵犯に関する事件が、確定判決（確定判決と同一の効力を有する和解その他の行為

を含む。）により完結しているとき。
(4) 当該人権侵犯に関する事件が、裁判所に係属しているとき。
(5) 被害の申告が、当該人権侵犯に当たる行為の日（継続する行為にあっては、その終了した日）

から１年を経過してされたとき。
(6) 被害の申告が、過去にされた被害の申告と同一の人権侵犯に関するものであるとき。
(7) 当該人権侵犯による被害が生じておらず、又は生ずるおそれがないことが明らかであるとき。
(8) 前各号に掲げる場合のほか、事案の性質上、法務局又は地方法務局において取り扱うことが

適当でないと認められるとき。
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・侵犯事実不存在
・侵犯事実不明確
（人権侵犯事件調査処理規程第１７条）

・中止
（人権侵犯事件調査処理規程第１２条）

・打切り
（人権侵犯事件調査処理規程第１８条）
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令和４年における「人権侵犯事件」の状況について
（法務省人権擁護局ホームページより）
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（法務省人権擁護局ホームページより）
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（全国）



人権侵害による被害者の救済事例
（令和５年発行 「人権の擁護」より抜粋）32
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